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アジア太平洋地域の行動様式からみる
　　　　　　　FTAAPの可能性

椛島洋美’

1　はじめに

　2006年11月，ベトナムのハノイで行われたAPEC経済璃僚会議では，アジ

ア太平洋自由貿易構想（FrAAP：Free、Trade　Area　of　the　Asia－Pacific）が焦点

の1つになった。外務省によると，貿易の自由化を推進するAPECの方針に沿

ってハノイ会議では「ドーハ開発アジェンダ交渉の成功裡の終結を最優先」と

Lつつ、FDAAPを「長期的な目標とすることについて‘，多くのエコノミー一か

ら支持」を得た1）。そしてrTAAPの実現に向けて地域経済統合を促進する手

1段と方法についてさらに研究を重ね2007年に豪州で行われるAPEC非公式首脳

会議に報告することで合意が形成された2｝。しかし従来，アジア太平洋地域は

全般的に自由化に賛意を表明しながらも体系化された自由貿易協定を導入する

ことには消極的だったはずだ。域外との隔たりを作ったり国家主権を脅かした

りする可能性が少なからずある自由貿易協定を導入することに，アジアの多く

の国は難色を示してきた。はたしてFrAAP構想には実現可能性はあるのか。

またFTAAPが日の目を見るにはどのようなことに留意する必要があるのか。

本稿では，国際関係の行動様式モデルからアジア太平洋地域の多国間経済連携
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の有り様を概観することをとおし，rTAAPの可能性について検討する。論文，

では，まず国際的な集団行動を捕捉するために本稿を分析するためのモデルを

提示してASEANでの行動様式がAPECに引き継がれアジア太平洋の地域秩序1

を維持してきたことを確認する。その後，MAAPに類｛以した構造を持つ新太

平洋共同体構想が結果的に失敗に終わった原因を行動様式モデルから追究し○

同様の状況がFl［AAPにおいても発生してv’・ることを指摘する。

　もちろん新太平洋共同体が提案されたときに比べると，アジア太平洋諸国は

経済危機を経験し，スワップ協定や経済連携協定にも積極的になってきている

ので，新太平洋共同体構想の経験をそのまま類推適用するのはいささか無理に

見えるかもしれない。が，新太平洋共同体構想の経験と結果からF［AAPの可

能性を判断することが有効だと考えるのには理由がある。類似している点で注

目すべきなのは，構想内容ではなくアクター聞関係や行動パターンである。ア

ジア太平洋地域に多数の㎜が誕生し，以前ほど地域的枠組みを創出したり

発展させたりすることに抵抗感はなくなっている；としても，APECでの各メン

バーの所作やメンバー間の距離の取り方に変化を発見することはできない。む

し、ろAPEC内でのメンバー間関係やAPECとしての集団行為を観察して，新太

平洋共同体構想が打ち上げられた当時とほとんど変わっていないからこそ，

F工AAPの可能性を類推できると言える3］。

2　行動様式モデル’

　国際的な協調行動の形は1つではない。大局的には利害が∵致する集団での

協調行動のスタイルを測るには，どのような物さしを使うべきなのか。

　政治学者リンドバーグが国家間の集団的意思決定システムについて発表⊥ンた

研究は，国家間の協調行動の多次元性とそれらの多様な組み合わせを自覚して

包括的な分析パラダイムを提示しようとする，それまでにない試みであり，そ

れは国際統合を含む国際的協調行動に関する従来の研究が部分的にしか敢り扱
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ってこなかった集団行動の特性を総合的に照射する意義を持った。本稿では，

このリンドバニグの理論をヒントにFrAAPに接近する分析パラダイムを用意

しよう。

　リンドバーグは，国家政府が地域的枠組みに統合されていく過程では国家の

専権領域が低減していく’という命題を導き出し，段階的に分類して，国家に1よ

って形成される集団内での国家の行動様態を理論化した。それは国際的な協調

行動が，情報交換と情報収集に基づいた共通の問題認識を持つ段階から，意思

決定，実行と段階的に進んでいくにつれて，次第に国家の主権領域を狭める様

子を示唆するものである‘t〕。集団としての行動が，』問題認識→意思決定一・実行

へと段階的に進むにしたがい，国家の有する裁量が減少していくというリンド

バーグの議論は明快であり，国際空間での協調行動と国家の専権領域との閨係

についての指標を提示した点で評価されよう。しかし国家の裁量という点から

いえば，国際的な協調行動としての合意や実行には様々な形態があり，詳細な・

分類を行ったリンドバ・一一＋グの議論でもってしても十分な整理，分析ができない。

特にアジア太平洋地域は他の地域に比べて国家主権に対する志向性の高い国が

多く存在することから，国家の裁量範囲や国際的負荷によって異なる合意や実

行の形を整理できる視角が必要になる。

　（1）合意の方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　』・

　国際社会での合意においては，表決をとらない方法と表決をとる方法がある。

表決をとらない方法は，いわゆるコンセンサス方式とされるもので，その協議

に参加するすべてのメンバーが合意するまで議論がっつけられる・このコンセ

ンサス方式は往夕にして穏やかな話し合いの場であると想定されているが，相

互の妥協点を見つけて合意にいたるまでの過程では，激しく交渉，協議が行わ

れ・る可能性もある。メンバーに白黒をはっきりつけさせる表決に比べて，メン

バー間に決定的な亀裂が生じるのを避ける方法であるにすぎない。’

　一方輌表決をとる形としては，大まかに分けて全会一致の方法と多数決の方
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法とがある。全会一致の方法は，表決を実施してすべてのメ1ンバーが同じ答え

を支持したときにはじめてその集団の総意ができあがるとされる。しかし，表

決を行ってわずかでもメンバーカ・否の意思を投じれば，そこでの集団決定1城

立しない。多数決による方法は，多数の意味や加重方法によって設定が異なる

が，基本的にはメン：バーの半数以上の合意をもって集団の意思決定が成立する∪

そして多数決による決定においては沙数派になったものは結果として多数派

の合意事項を受け入れることを求められることになる。

　国際関係のアリーナで多国問による決定を行う場合には；1このように様々な

合意の方法があり，各会合や国際的枠組みの性格と構造によづてあらかじめ合

意の方法は選択され，それに基づき築団での合意が行われている。（図1）

図1　行動様式モデル1一合意方法

合意

　　　　図2　行動様式モデルll　一実行への国際関与

　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員の選択の余地

　　　　　　　　　　　　，㌧1璽螂　戯、

　　　　　　　　、二弓r・毒81r°・膏’E・Sl‘擁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j内政不干渉竃難拶：蓼一稀、　介入　・
　　　　　　　　　　　　　“・一・・‘．．：at？、　犬
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　（2）実行への国際関与　　　　　　　一，i

　次に，国家の行動に対する国際社会からの関与について考えてみよう。合意

に基づく協調行動であっても，主権国家の内政事項に関しては介入してはなら

ないというのが国際法の原則である。しかしながら現実には，国際社会が内政

事項に介入していると見られるケースは少なからず存在する。国家が協調行動

を進めていく過程での国際的関与について模式化すれば，原則としての内政不

干渉と極端な内政介入を両極とする直線を導き出すことができ，各種のケース

はその直線のどこかに位置づけられよう。また介入といってもその内容に？い

ては様々であり，強制度の低いものから高いものまで存在する。たとえば経済

的な協調行動に関しては，単に他国の経済政策に閲して意見を表明するものか

ら，経済援助をとおしてその国の内政に影響を与えるケース，さらには貿易に

おける数量規制を強要するケースにいたるまで，強制力にも幅がある。国際的

な強制力が強い介入ならば被介入国の選択の余地は小さく，国際的な強制力が

弱い介入ならば被介入国の選択の余地は大きくなる5）。（図2）たとえば，ある

国家政府が他国の市場開放の拡大を求める内容の声明を出す場合は介入の度合

いが弱く当亭国の選択の余地は大きいが，経済援助に際して民主化や財政状況

改善を求める場合はより介入の度合いが大きく被介入国の選択の余地は小さい

ものとなる。　　　　　　　　　　　　　　’

　それでは次節からは，これら2つのモデルを使ってアジア太平洋地域の多国

間地域連携での行動様式の変化について見ていくことにしよう。

3　ASEANの行動様式

　（1）ASEANの展開

ASEANは，そもそもASEAN設立宣言が第「に掲げているような，経済成長

の促進自体を目的に組織されたものではなく，地域の平和維持や加盟国問の善

隣友好関係確立に向けて創出されたものだったfi・）。1967年，・東南アジアで政変、
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やサバ領有権問題の処理など地域紛争が続いていた最中，，フィリピン，インド

ネシア，マレーシア，シンガポール，タイの5力国がASEANという地域協力

の枠組みをスタートさせためはガ政治的不安定さが各国を駆り立てたからであ

ると言われる。ただし，これら5力国は反共国家であるものの，政治的不安定

さに対する共通の思いがあったというわけではなかった7）。たとえば，タイは

ベトナム戦争によってインドシナに広がる脅威に対抗できる仲間を求めでいた

し，シンガポL－一ルはマレーシアからの分離独立に伴う国際的な承認を希求して

いた。結果として，ASEANという制度的枠組みは作られたが，さらにASEAN

が安全保障のための同盟や共同体に仕立てあげられることはなかった。政治的；

経済的，社会的要素において多様な東南アジアで，5力国！・a自国の安全と安’Cl

に腐心するかぎりで共通の安全地帯に関わりを持つ姿勢が貫かれたからであ

る。

　またASEANは安全と安心のための地域協力を展開する申で，域外大国から

の自立を求めた。もともと5力国の中には域外大国からの植民地支配の経験や

反米整情が少なからず見られ，1969年に米国が発表したグアム・ドクトリン

を受けて，域外大国に距離を置く姿勢は確実になった。1977年の第2回

ASEAN首脳会議では，米国に対する関係についてASEAN諸国間に温度差があ1

ることを意識しながらも，共拘声明では「域外大国の干渉を排除する機会」が

到来したことを唱ってASEANとしての姿勢を示したs）。1また，日本や中国の

政治的，経済的プレゼンスの拡大に対してもASEAN諸国の一部から警戒感が

示される中，常にASEANとその加盟国の自立を第一に相対的バランスをとろ

うとした％

　（2）ASEAN　Way　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∴

　このように自国と域内の平和と安定を維持するかぎ1りで地域協力を行いr．域

外大国からは自立した立場をとるというASEANの姿勢は，「ASEAN　Way」，と

呼ぱれるASEAN独自の行動様式を生み出した。　ASEAN　Wayという概念は，

29



　　’　　　　　　　　　　　　　　　アジア太平洋地域の行動様式からみるF工AAPの可能性

ASEANの首脳たちが相互交流のプロセスを説明しt‘り欧米のやり方との違い

を区別したりする際に好んで使われてきており，東南アジアでの紛争，衝突を

鯉し，鞠と錠を繍首鑓としてASEAN　W・yが離していることを

指摘ii一る論考もある。が，その概念に関する説明は様々だ。政治学者のアチャ

ヤは，ASEAN　Wayが高レベルの協議と合意を特徴にi持つ意思決定過程であり，

多数決や法律にしたがって政策決定を行う形とは対照的であることを指摘しつ

つも，一定の定義が存在せず，概念がいまだ暖昧で論争の余地を残している1こ

とを示唆している’1°）。マレーシア戦略国際問題研究所会長のノルディン・ソピ

ーはASEAN　Wayを構成する13の要素（①軍事同盟の拒否，②軍事的抑止1：．よ

る平和の否定，③信頼醸成・善隣友好を通じた「真の平和」，④連帯・同意・

調和の最大限の」希求，⑤他国への思いやりと礼節，⑥コンセ1ンサスによる合意

形成，⑦相互扶助，⑧領土的一体性の尊重，⑨内政不干渉，⑱水面下の外交，

⑪プラグマティズム，⑫形式より内実優先，⑬平等主義）を提示したが，それ

こそがASEAN　Wayという概念の射程の広さを如実に物語っている11｝。ノルデ

イン．ソピーの提示した13の要素から理解するところ，ASEAN　Wayとは，仲

間うちでの，ある距離感を保った調整のかたち，悪く言えば「なあ庄あ主義」

と言えなくもない。本稿では，当座ASEAN　Wayを「国家問に一定程度の距離

と緊張を保った形での意思決定・行動パタコンの基盤」と措定して考察を進め

ていこう。　　　　’　　　　　　　L

　それでは，行動様式の2つのモデルによるとASEAN　Wayはどのように説明

できるのか。まず，合意の方法についてASEANではコンセンサス方式が採用

されてきた。そもそもコンセンサスによる合意はrt東南アジアの農村社会で広

　くとられてきた手法でありsu｝，協議すること自体を重要視ずる・1人でも反対

者がいるかぎりそれを切り捨てることなく話し合いは続けられ，少数者を切り

捨てない手法である．　ASEANでは全会言絆おいて表決がとられること1まなく・

根回しや非公式の交渉を駆使しながらすべてのメンバーの合意を得ることを原

則としている。
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　一方，内政への関与についてASEANでは当初から内政不干渉の原則が採用

されてきた。これはASEAN諸国の多くが第二次世界大戦後に独立して国家建

設に蓮進する中で，各国が国際社会の構成員として承認されると同時に，国家

内部に対しては他のいかなる集団よりも圧倒的に優位な実力と正統性のある暴

力装置を保持し独占していることを国際社会に主張するためのシンボルとなっ

た’s［。内政不干渉原則は，1967年8月に出されたASEAN設立宣言の前文で，

「外部の干渉から東南アジアの安定と安全を守る」ことを示唆するとともに1・o，

1971年11月のASEAN平和・自由・中立地帯宣言で「内政に関する外部からの

干渉は自由，独立，統一に悪影響を与えるため，大小を問わずすべての国家が

そのような干渉にとらわれず存続していく権利を認識」すると明言したIS）。さ

らに1976年2月の第1回ASEAN首脳会議の際に出されたASEAN協和宣言で，

自決や主権平等の原則とともに「国内事項への不干渉」を確認しIG），東南アジァ

友好協力条約で「内政に閲する相互不干渉」を掲げて17），内政不干渉原則は域・

外大国だけではなくASEAN諸国間での基本原則として共有されるようたなっ

たのである。　　　　　　　　　　　　　　　，

　合意方法においてはコンセンサス方式を，内政への国際的閨与に関しては内

政不干渉原則を採用しているASEAN　Wayは，その後ASEAN「内だけにとどま

らずASEANより、も大きな地域的枠組みにおいても導入されてきている。そこ

で，ここからはAPECを例に国際関係における行動様式を見ていくことにしよ

う。

4　APECにおける行動形態

　（1）創出の経緯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　1980年代後半，日豪政府がそれぞれに青写真として提示したアジァ太平洋

地域協力構想は，ホーク豪州首相が1989年2月に提唱したことを契機に勢いづ

き，同年11月にAPECという形で結実したが，発足までの過程は順風満1帆と，い

22
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うわけではなかったIS｝。　　’　　　　　、　　　　　　　　　、1

　特に，原メンバーとして想定していたASEAN諸国が，アジア太平洋という

広域にわたる新秩序の構築について慎重な姿勢を当初から示したため，

ASEAN諸国から参加の同意を取り付けるのに難航した。　ASEANがAPECを構

築することに抵抗した要因は，まず，想定メンバーとして日本と豪州以外にも

米国，カナダ，ニュージーラン、ドが含まれており，アジア太平洋に新しい地域

秩序が形成されることによって，これらの先進諸国に振り回ざれるこどを懸念

したことがある。さらに，インドシナ問題が一応の落ち着きを見る中で，今後

なにを軸にASEANという枠組みを維持して．いくのか，　APECの創出によって

ASEAN，は分裂1崩壊するのではないかという危惧が生まれたことも指摘され

よう。ASEANは，　APECの誕生によってASEANの立ち位置が揺らぐことを懸

念していた。そもそもAPEC創出の根拠はアジア太平洋地域に事実上できあが

っていた生産ネットrワークにあったことから1帥，も’しASEAN諸国がそのよう

，な理由でAPEC構想へ参加しないとなれば，構成上，主要な部分をすっぽりと

欠いた形になってしまう。ASEAN諸国抜きでのAPECではアジア太平洋地域

の経済成長のための地域協力という所期の目的を完遂することは難しく，

ASEAN諸国の参加は必須であった。

　ASEAN諸国の不安を軽減するため，まずは存在がもっとも懸念されていた

米国と豪州によって，APECはアジア太平洋経済に関する意見交換の場にすぎ

ないことが繰り返し説明された。さらに，そこにおいて焦点とされるAPECの

将来像について踏み込むことを留保し，予定されていた経済閤僚会議もとりあ

えず1回限りのものとして，、将来的継続性を約束するものではないことを強調

し，それらを条件にASEAN諸国を含むすべての想定メンバーから参加の意を

取り付けた。

　この過程では，APECという新しい地域的枠組みに対するASEAN諸国の嬬

躇を取り除くため，根気強い説明と説得が行われ，結果的に想定メンバーすべ

てのコンセンサスを獲得した。さらに，アメリカなど大国が関与することや
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ASEANよりも大きな枠組みが誕生することによって，　ASEAN諸国の自律性や

ASEANの枠組みが溶解することを恐れる感情に配慮し，会議が交渉ではなく

意見交i換を行う場であることを強調してASEAN内の事項に干渉しないことを

説明した。行動様式モデルで言えば，合意方法ではコンセンサス方式，内政へ

の国際閏与については内政不干渉原則がAPECの誕生にあたって用意されたの

である。2つの行動様式を見る限りASEAN　WayはAPECにも引き継がれゴ

ASEAN　Waアこそが初期のAPECを動かした力となった。

　（2）オープン・リージョナリズム

　オープン・リージョナリズムという言葉は，1980年，大平正芳首相が設け

ていた環太平洋研究グループが提出した報告書の中で初めて使われた。同研究

グループはグローバリif・一一ションが世界を席巻してきているという認識に立’

ち，排他的なリージ目ナリズムの設定は難しいことを指摘して「開かれた連帯」

や「緩やかな連帯」を強調した！°）。また，地域協力のあり方の検討のために通

商産業省内に1988年に設けられたアジア太平洋貿易開発研究会が出した報告

書においては，オープン・リージョナリズムという言葉こそ使われなかったも

のの，「アジア太平洋協力は，同地域を閉鎖的ブロック化するものではなく，

域外にも開かれたものとすることが不可欠」として地域協力における開放性の

確保を重視した21）。　　　　　　’　　　　　　　1

　一方APECでは1991年11月の第3回経済閣僚会議の開幕基調演説とi共同声

明の中でオープン・リージョナリズムという言葉が使われて以来，APECの地

域協力のあり方を示すキーワードとしてAPECではほぼ規範的な形で用いてき

たn）。リージョナリズムという言葉が多少なりとも「リ’一ジョジ＝地域」の内

と外を区別する概念であることから，APECを維持するためにはリージョナリ’

ズムの持つ閉鎖的イメージへの“V‘ジア諸国の違和感に配慮する必要があった。

そこでAPECではオープンという形容詞をつけることにより，多元的にアクタ

ーが存在する状況を前提に地域協力を行うものとして，他のリー・一・一ジョナリズム

塾
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と一線を画してきたのであるes）。　　　　、．
　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　オープン・リージョナリズムには，大きく分けて「非拘束性」と「開放性」

の2つの要素がある。非拘束性とは，r意思決定と意思表示において何者からも

強制されないことやi市場原理に沿った経済の自由化を他国からの押しつけで

はなく自主的に実施することを意味する。従来から経済の自由化といえば，

GAfl’1’／WTO体制の下では相互主義によって実現させるごとが一般的だった。

しかしながら1994年11月のAPEC非公式首脳会議では，先進国は2010年，途

上国は・2020年と目標を2段階に設定して貿易自由化の実現へ合意した上で2・1｝，

翌年11月の非公式首脳会議の際に採択された「大阪行動指針」においては

「自主的自由化」，「自主的参加」を明言し，以後のAPECにおける経済自由化

のスタイルを決定づけることになったt5）。　　　　　　　’1

　オープン・リージョナリズムに包含されているもう1つの重要な要素は，開

放性である。既述のとおりAPECは12力国構成でスタートしたカ㍉今や21の

国と地域に広がっている2e〕。さらにAPECでは正式のメンバーでなくても，議

題の関連性などかちして議長国から招待を受ければ閣僚会議などに出席できる

し，招待がなくても作業グループには原則として参加可能であるz7｝。　APECで

は正式の構成員かそうでないかの区別は行っても，域外との間にできるだけ壁

を作らないよう参加の可能性を広げてきた。さらに，APECで合意した政策に

関しては，域外に対しても恩恵を与えることのできる状況であれば広く均需す

ることも可能である。

　（3）APECでの行動様式

　すでに見たように，APECの発足において採用された行動様式は，合意方法

に関してはコンセンサス方式，国際的関与については内政不干渉原則であった

ため，その2点に関するかぎりAPECはASEAN　Wayを踏襲していたと言える・

しかし，APECに2－　一一プン・リージョナリズムという規範が導入されたことは，

ASEAN　Wayに少なからず影響を与えた。オープン・リージョナリズムの2つ
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の要素について，Jそれぞれ考えてみよう。

ASEAN　Wayが非拘束性とQ・う性質を帯びたことで，最終的な判断と責任は

各メンバーに存在し，メンバーの自主性を尊重することは決定的となった。し

かし，それは同時に国際的に合意したことであっても，メンバーに実行義務が

ないことを容認することも意味した。これが，各メンバーの自主性にしたがっ

た実行によって結果が出せるのか，あるいは協調行動を実現する方法として効

率性が悪いのではないか，という批判を受けることにつながっていく2s］。だが

一方で，拘束性を持たないとしてもメンバーすべてのコンセンサスをとおして

合意されることにより，鰹際社会としてどのような方向性を希求し，どのよう

に取り扱われるべきかが明確になるなど大枠の判断が示され，コンセンサスに

よる合意点が国際的正統性を持つようになることも否めない；帥。国際的正統性

を持つことになった合意事項をいつまでも実行に移さなければいずれ他のメン’

バーから見抜かれ，居心地の悪さを感じてしまうために協調せざるを得ず，こ

こに言わばF仲摺の圧力」（peer　pressure）がはたらく余地も考えられ1よう。

また，”
`SEAN　Wayが非拘束性を持…つことで，「ただ乗り」（freeriding）の問題

を助長するとの批判もあるが，APECのメンバー間に見られる経済的，社会的

格差を認識すれば，APECの行動様式は現実的で正当性のあるものだと考える

こともできる。

　他方，ASEAN　Wayが開放性の性格をはらんだことについても考えてみよう。

まずAPECの意思決定に際して，開放性という点から正規のメンバーだけでは

なく影響を受ける域内外の利害閲係者の合意をも取り付けることを重視すると

すれば，いっそう意思統一に時間を要することになる。加えて，開放性を抱え

込むことによって内政不干渉原則を堅持することが難しくなることも考えられ

よう。たとえば，2002年10月に開かれたAPEC非公式首脳会議では北朝鮮に

関するAPEC首脳声明が出された。これは核開発放棄に閲するコミットメント

を目に見える形で守るよう求めたものだが，これまでの内政不干渉の原則から

外れているのは明らかだen］。オープン・リージョナリズムの持つ開放性によっ

26
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て域外諸国も域内メンバーと同様に取り扱y，｝を受けるというのであれば，域外

諸国に対しても内政不干渉原則をtとおすのが筋である。こうしてASEAN　Way

は開放性の性質を帯びることで困難と矛盾を抱えた。しかしながら，一方で明

るい面があることも指摘しておかなけれぱならない。それはオープン’・リージ

ョナリズムの開放性によって，　、　ASEAN　－Way’という仲間内での信頼に基づく行

動様式を域外に輸出することになbたことである。対話の場であるとされる

APECは，単に漫然としたおしゃべりの場というわけではなく，それぞれの主

張が明確化され，コンセンザスによる合意と内政不干渉原則による1行動様式を

共有することで信頼を醸成させてきた3・）。』このような信頼醸成を伴うASEAN

Wayはオープン・リージョナリズムの開放性の性質をとおして域外へも輸出さ

れる可能性は十分あると考えられる32）。

　このようにAPECでもASEAN　Wayが踏襲され，それがAPECの揺藍期を確

実なものにしたが，同時にオープン・リージョナリズムを抱え込んだことで，

ASEAN　Wayの強みが増す・；・一一方，矛盾と弱点も併せ持つことになった。

　それではFTAAPの可能性は，アジア太平洋地域の行動様式か1らどのように

説明できるのか。まずはFTAAPの可能性iを図るための材料として，経済自由

化に閨する過去の同様の試みを見ていくことにしよう。具体的には1993年6月，

クリントン米国大統領が発表した新太平洋共同体構想をとりあげ，そこでの行

動様式について考える。
　’

　5　新太平洋共同体構想の失敗

　（1）新太平洋共同体構想の背景

　新太平洋共同体構想が提示された理由には，次の2つがあるとされているLe

　1つめは，安全保障の構造変化である。すでに冷戦が終結して，アジア太平

洋地域も米ソ対立の呪縛から解放されてはいたが，域内の不安定要素は必ずし

も解消されたわけではなかった。たとえば域内には憲法上民主主義体制と唱っ
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ている国であっても，実際的な民主化が進んでいるとはかぎらず，人権や価値

観は国によって違いが大きいのが実情だったし，1986年のフィリピン・マル

コス追放や1991年のタイでのクーデターのように，独裁体制や政治指導部の

失策によっていまだ国内的に不安定な政治体制と社会的な動揺を危惧せざるを

えないケース』も存在しつづけていたb加えて，北朝鮮の核保有疑惑と核査察問

題，南北朝鮮問題，台湾独立問題，スプラトリー諸島領有権問題のほか，東テ

ィモールやアチェ，ミンダナオなどで数々の地域紛争要因が山積していた。

　もう1つは，経済構造の変化である。当初1990年末の合意妥結を目標とし

て交渉が進められていたGAflTウルグアイラウンドは，すでに何度もその目標

期限を延期し，1992年末にはウルグアイラウンドが頓挫する可能性すら，ささ

やかれていた。そのようななか，世界中で地域的な経済連携の試みが活発にな

ってきていた。欧州では1992年にマーストリヒト条約が締結され，域内市場

から外交・安全保障や司法・内務協力におよぶ幅広い分野での政策を共通fヒす

る共同体が完成しようとしていた。一方，1990年には北米自由貿易協定の構

想が発表され，ただちに関係国である米国，カナダ，、メキシコの間1で交渉が開

始された。アジアでも1990年のASEAN経済閣僚会議でインドネシアが共通実

行特恵関税を，マレーシアが東アジア経済グループを，シンガポールが成長の

三角地帯構想を提案し，1991年にはタイが提案したASEAN自由貿易地域が合

意されて地域の紐帯が強まりをみせはじめる。ウルグアイラウンドの芳しくな

い展開と相まって世界経済はブロック化の方向へ動きつつあった。

　またアジア太平洋地域では，特に西太平洋側の多くの国が域内外からの直接

投資を受けて域内での経済還流の割合を高め，同時に経済成長を記録した。米

国の対外取引について対太平洋側諸国と対大西洋側諸国との割合を比べると

1985年以降，太平洋側との取引の割合が上回り，米国経済にとってアジァは

貿易，投資，技術移転の面で競争相手であり，またパートナーとなっていた。
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　（2）新太平洋共同体構想の要点　　　　　．

　新太平洋共同体構想は3つの柱からなっていた。1つは，軍事的安全保障で

ある。同構想はまず米国を，アジア太平洋地域に広がる安全保障同盟のハブと・

位置づけ，米国が引き続き同地域全体に同盟と軍事的プレゼンスを維持し関わ

り続けていくこと，そしてそれをとおしてアジア太平洋地域の安定1生を確保し，

地域統合を促進させるとした。同構想では軍事的安全保障の優先課題として，

①域内での軍事的責任の継続②大量破壊兵器拡散防止の努力強化，③共通の

課題に対する地域対話の形成，④民主化支援と風通しのよい社会の実現を挙げ

てい1る。

　2つめは，経済的安全保障である。半世紀にわたる日米経済関係の実績と，

より開かれた地域経済，グローバル経済の実現が新太平洋共同体に活力をもた

らすとする。特定の市場を保護することをやめ，できるかぎり貿易障壁を除去

してこそアジア太平洋地域，ひいては世界の繁栄が実現できるのであり，貿易

の拡大と開放的な経済体制によって入々はより豊かになったり能力を向上でぎ

たりするという。　1

　3つめは，民主主義的安全保障である。クリントン大統領のエピーチによる

と，「経済成長は閉鎖的な社会あるいは退廃的な社会ですら実現できる」が，

情報化時代にそのような社会構造のまま経済成長を維持しつづけることはでき

ない。「繁栄を享受する入々は，より多くの自由を切望する」というスタンス

に沿っ七，同構想では民主化の広がりを確実にすることを3つめの課題とし，

それによって域内の平和，繁栄，安定を保証しようとすることが想定された鋤。

　このような3つの柱からなる新太平洋共同体構想において，基本的にはアジ

ア太平洋地域の経済障壁を除去，削減して自由貿易地域を創出し，同地域の多

国間安全保障体制と抱き合わ・せで構築することが企図された。そして，その方

法としては多国間主義をとって財政的には域内での責任分担を積極的に進めて

いくことを主張しながらも，アメリカが引き続き同地域のリーダーとして君臨

しつづけることを示唆していた。また，経済栢だけではなく，軍事や民主主義
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といった論争的な分野が加わることで政治的性格を備えた「共同体」が想定さ

れた。、米国の構想によると，APECは新太平洋共同体を構築する上での布石で

あり間，まずはその一歩として非公式首脳会議をAPECに設置することを提案

したのである。

　（3）新太平洋共同体構想の展開

　ASEAN諸国は，シンガポールとタイが当初からクリントンの提案を評価し

て非公式首脳会議へ出席する意思表示を行ったが，「新太平洋共同体」構想と

非公式首脳会議に対するASEAN諸国の反応は総じて思わしくなかった。特に，

マレーシアはインドネシアとともにAPEC誕生当初からAPECに対して懐疑的

であり，米国に牛耳られることを懸念して米国政府による提案に乗る様子は全

くなかったSSJ。マレーシアがAPECから脱退する可能性すら噂される中，米国

や日本はASEAN諸国に対し一連の提案によってAPECがフt・一一マ，ルな通商同

盟に向かうわけではないという説得が続けられた：G）。結果，ASEAN側は「i新

太平洋共同体」構想を留保し，既存の領域上の単位を尊重した緩やかな協議体

にとどめることを確認してマレーシアの抵抗を認識しつつも首脳会議開催を一

応了承した。一方，米国等，「新太平洋共同体」構想に積極的なメンバーも首

脳会議の性格をGAITの原則に沿った経済協力に関する情報交換とそれぞれの

意思表示を行うサロン的なものと譲歩したことにより当初の提案どおりのもの

を押し通すことはできなくならたが，首脳会議開催に関するおおよその賛同は

確保された。しかしながら，マレーシアは首脳会議への参加を拒否した。

　一方，APECの共同体化についてはAPEC賢人会議においても政府レベルで

の議論と並行して検討されていた。1993年1ユ月のAPEC経済閣僚会議に提出

された賢人会議による報告書の中で，APECの将来的ビジョンとして「共同体

化jが盛iり込まれたが，経済閤僚会議などで時期尚早などという意見が出され

てメンバーの合意を得られず差し戻しとなった。また｝APEC内で自由貿易圏

を立ち上げる提案も行われたが，これについても先進経済と途上経済が混在す
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る状況を十分に反映しているわけではなく具］刺生に欠けるとして，とりあえず

次回以降の検討課題どして見送られた。　　一

　新太平洋共同体構想が提案，議論される過程を見ると，国際関係上の行動様

式は明らかに変化している。そもそもAPECでは，合意方法に関．してはコンセ

ンサス方式が，内政への国際的関与に関しては内政不干渉原則が採用され，も

ちろんAPECにおいてはオープン・リージョナリズムの影響を受けて，その行

動様式の限界を明らかにしたが，・同時に現実的で有用性があることは確かにな

った。

　しかし，首脳会議や自由貿易圏の立ち上げを含む，政治的性格を帯びた新太

平洋共同体構想が提議されるなかで，それらの行動様式は一転する。合意にお

いては結局，最後までマレーシアの賛同を得られずコンセンサスに到達しない

形での幕引きとなったが，そこでみられた全員の合意を前提どしない意恩決定

スタイルこそが，新太平洋共同体構想についてASEAN諸国を逡巡させ，同構

想実現にプレーキをかけた可能性は否めない。また内政ざの国際的関与につい

ては，新太平洋共同体構想自体が軍事や民主主義等という高度に政治性のある

分野を含んだことで，内政介入の可能性を示唆した。しかも同構想が，多国間

主義を基盤としながらもアメリカの相応のリーダーシップを想定したものだっ

たことから，内政介入の度合いが高い形になることは容易に想像された。アジ

ア諸国はASEAN諸国を中心に，既存の政治主体自らの判断を蔑ろにされ超国

家政府的な機構になることを恐れてAPECの共同体化に異議を唱えた。結局，

新太平洋共同体構想は実を結ぶことなく終わ阻首脳会議のみが実現しただけ

だったが，それもマレーシアが欠席したしだことでAPECの求心力低下を域内

外に印象づけることになった。　　．　’、
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　6　FTAAP構想とその行方　　　　　　　　　　　　　』　　　．，

　（1＞FTAAP構想の背景

　新太平洋共同体構想から約．10年の歳月を経て，FTAAP構想が持ちあがった。

汀AAP構想は20⑪4年APEC　YP公式首脳会議での提案を経て，2006年APEC非

公式首脳会議で本格的に検討を開始するように指示されてきたものだが，・なぜ

この時期にAPEC地域での自由貿易協定（FTA：Free　Trade」㎏feement）が唱

道されるようになったのか。その背景には次の3つが考えられる。

　まず，1つは，ボゴール宣言の合意内容がいっこうに進んでいないという認

識がある。1994年，インドネシアで行われたAPEC非公式首脳会議において，

先進経済メンバーは20ユ0年まで，途上経済メンバーは2020年までに域内の貿

易と投資の自由化‘円滑化を実現するという合意（＝ボゴール宣言）が打ち出

され，同宣言がAPECの1つの目標として位置づけられてきた37｝。・そLて同宣

言に基づいて，1995年大阪でのAPEC非公式首脳会議で協調行動のための具体

的ガイドラインと共同行動（＝大阪行動指針）を規定し3S］，各メンバー一はそれ

に従って個別行動計画を作成，1996年フィリピンでのAPEC非公式首脳会議に

持ち寄った3°）。しかしユ997年1月から実施にうつ1された個別行動計画の中には，

経済の自由化というには効果の小さな政策であったり，実行が遅々として進ま

なかったりするものがあるため，ボゴ9ル合意が目標どお・り完遂するのかにつ

いてはここ数年来APEC内で危惧されてきている。また，1995年の大阪行動指

針を受けて早期に自由化を実施すべき15分野が早期自主的分野別自由化とし

て特定されたが，結局メンバーのコンセンサスがとれず失敗に終わっている。

それゆえ，経済技術協力とならんでAPECの車の両輪と位置づけられる経済の

自由化，円滑化は，経済技術協力に比べ実効性に乏しいと批判されてきた。ボ

ゴール宣言の目標期限が差し迫る中，今後のAPECのアイデンティティをどこ

に置くかという問題も相まって実質的な経済自由化の方途に関する関心も小さ

くない。
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　2つめに，WTOドーハラウンドの難航があ、る。2001年11月のWTO閤僚会議

で，新たな自由化賓易交渉を行うために立ち上げが決定されたWTOドーハラ

ウンドは，農業問題やアンチダンピングなど従来のラウンドから交渉の対象に

なっ冗いた分野に加えて，投資や環境，途上国の開発問題といった新たな時代

のニーズに対応した幅広いアジェ！ダを取り扱う包括的なものになった。当初

は2004年12月を交渉期限としていたが，2004年7月の枠組み合意で2005年12

月にWTO閣僚会議を香港で開催することを決定し，香港で行われた同会議で

2006年中の最終合意をめざすごどで合意されたbしかし2006年7月に年内の

合意をめざじて開催されたG6非公式閤僚会議では，農業市場アクセス，農業

補助金，非農産品市場アクセスに関する膠着状態を解決できず，交渉中断とな

つた4°）。特に，農業市場アクセスでは関税削減に積極的な米国と，現実的で柔

軟な対応を求めるEU，日本，インドの間の対立があり，また農業補助金の削

減をめぐっても米国とそれ以外の国々との問の確執は大きく，打開の可能性を

なかなか見出すことはできなかった。さらに米国，EU，　BRICsなど途上国の

三者は三つどもえの様相を呈し，ドーハラウンドの交渉凍結に陥ったこと一でド

ーハラウン下が頓挫してしまうのではないのかという危惧が拡大することにな

った。結果，交渉が難航する中でどのような対抗カードを戦略的に使っていく

か，またドーハラウンドが頓挫したときのための保険として，どのような国際

経緕システムを別立てで確立しておくのかということまで含めた検討が各国で

進められるようになったとしても不思議ではない。

　3つめに地域連携の活発化があげられる。近年，アジア太平洋地域に限1らず、

世界中で・】irl7Aを含む経済連携協定（EPA：　E¢onomic　Partnership　Agreement）

が数多く検討，締結されてきた“：t）。構成国間の実質上のす「ての貿易について

関税などを廃止することと，域外国に対する関税などを引き上げないこととい

う，GATT原則の例外として1958年に欧州経済共同体が第一号として通報され

て以来，’2006年丁2月までに通報されたケースは既に292件にのぼる。また，

二国聞経済連携はもとより，通商協定全般に消極的だったアジア太平洋地域で
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すら，ユ990年代後半以降，FTAやEPAの実施に向けて種々の取り組みがなさ

れてきた・12）。もちろん，ASEAN諸国も例外ではなく，むしろシ’ンガポールや

フィリピンなどに見られるように，個別の経済協定を戦略的に積極的に使って

いこうという姿勢すら見られる。

　さらにアジア太平洋での地域連携の動きは多国間の枠組みにも波及した。と

りわけ，金大中韓国大統齢・イニシア市ブをとって発足させた東アジアビ

ジョングループによって2Qoi年11月のASEAN＋3首脳会議に提出された報告

の中で，中長期措置として提案された東アジアサミットが2005年12月に早く

も実現したことは注目に値する。初めての東アジアサミジトが闘催されるまで

の過程で，参加国の構成やASEAN＋3との関係，東アジアサミットの位置で

け等をめぐって各国の思惑は複雑に衝突し，当初は開催まで時間を要すると思

わ．れていた。しかし，マレージアによる第1回議長国の申し出やASEANでの

承認，参加国に関する合意を経て，20e4年11月のASEAN＋3首脳会議で，東

アジアサミットを2005年12月に開催することが合意された。地域経済連携に

ついては二国間であろうが多国聞であろうが，これまで抵抗の大きかった東ア

ジアにおいて，近年数々の地域的枠組みの試みが出てきていることの意味は小

さくなく，東アジアサミットに加わることのできなかった国，’たとえば米国へ

も少なからずインパクトを与えたとも考えられる4㌔

　（2）FTAAP構想のi経緯

FTAAP構想は，2004年5月に台北で開かれたAPECビジネス諮問委員会

（ABAC：APEC　Business　Advisory』Counci！）会合において提案された’“｝eこれ

を受けて，難航しているWTOでの自由化交渉への代替策としてFTAA　Pの検討

にはいることが同会合で合意され45），その後8月のオークランドABAC会合でl

ll月のAPEC非公式首脳会議の際にFrAAP構想を提案することとなった。同

年10月，APEC非公式首脳会議の準備のために開かれたAPEC高級実務者会合

ではrTAAPに閏する予備的議論が交わされたが，賛否様々な意見が表明，葺れ
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たことか・ら議長が将来的な進め方について調整を図っていくこととなり，J

APECの場においてFmAP構想は最初から諸手を挙げて賛成というわけではな

かった一LG｝。実際に11月のAPEC非公式首脳会議ではABACによるFTAAPの提

案にρいて好意的に受け取られたが，なお慎重に取り扱うべきとの発言が出た

ことから首脳宣言ではABACがFTAAP案を提出した1ことだけを明記一じただけ．

にとどまっているd〒｝。ABACは引き続き2005年のAPEC年次定例会議でも提案

を検討するよう申し入れたが，具体的にAPEC’においてFTAAPに関する議論

が組上に載せられたのは2006年の後半にな10てからだった6』

　2006年7月にWTO　I　Iドーハラウンードが交渉中断の事態に陥っ．たことにより，1’．8

．月のABAC会合ではドーハラウン．・ド再開を求めるととも一に，一交渉中断に一よ・る

APECへの影響を懸念する声が高ま一った4R）。11月のAPEC経済詞僚会議で1ば米

国，チリ，シンガポール，ニュージーランドがFrAAPに賛成を表明す蓋≡方，・

中国や東南アジア諸国からは「時期尚早」，「WTo妥結の上で障害どなる可能

性」といった指摘がされ，とりあえずrTAAP－一の実現へ向けた研究を政府レベ

ルで開始することで合意した4％また，経済閤僚会議の日程に続いて行われた

非公式首脳会議では，アジア太平洋地域に．Fl　－Aが乱立．している状況にっいて一

ビジネス界が懸念していることを理解しつつも，現段階でFTAAPを実現さ、せ一

るために協議を行っていくことは難しいこと：を示唆一したゴぞこ一で首脳t？は

rTAAPを長期的展望として位1置づけた上で，地域統合を促進する方法や手段

にr⊇いての研究を実施し2⑪07年のAPEC非公式首脳会議で報告することを求め

た50i・。－

1（3）FTAAP構想の要素

　現在アジア太平洋地域では，交渉中のものを含め，約40にのぼる経済連携

協定が動きはじめている．しかし，経済の自由化，円滑化に関する措置が協定

ζとに異なることで，問題の複雑化やコスト高，運営上の課題を捲摘する声は

大きく，WTO交渉の難航などと相まっでFTAAPの導入を勢いづけてきた［1）a

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3ro



　有酎兵国際・経済’法学第16巻第1・号　（2007年9月）

さらに，二国間経済連携協定によって特定国の一部の産品の関税だけが引き下

げられなかったり，経済効率性に基づく最適な生産ネットワークが採用できな

くなったりする，いわゆる「スパゲティ・ボール現象」への危惧もある。実際

のところ，2006年秋以降，rTAAP構想の急先鋒となっている米国をはじめ・

’APECメンバーである豪州，ニュージーランドなどが，二国間レベルでの経済

連携協定の増殖がアジア太平洋地域での経済的非効率化と域内分裂，差別化を

促進することについて主張してきたs2）。結果として現段階でのE［AAPは，そ

のような現状への対処としての方策を含むとされており，貿易・投資の自由化）

円滑化，知的所有権などについて統二的な原則を定め，地域として一元化させ

各国の通商政策に繁栄させる試みとして検討されてきている。　　　　’　LT

　ただ，そこでは参加メンバーに関する合意はなく，すべてのAPECメンバー

が最初から参加するのか，あるいは当座，参加の意思のあるメンバーだけで構

成されるのかということすら決まっていtsいoさらに・たとえ原加盟国は参加

意思のある国のみによって構成されるとしても，それでアジア太平洋地域内の丁

分裂やスパゲティ・ボール現象が解消されるというわけではないので残りの

APECメンバーへの効果の分配や事・後的参加の方法に関する問題は残されるこ

　とになる。rTAAPをスパゲティ・ボール現象への対策として位置づけるなら

ば，すべてのAPECメンバーをFDAAPに参加させることが先決だが，現段階

ではどのような形で全APECメンバーをFTAAPに参入させていくのかに関す

　る具体策は提示されていなvl。参加は自主的意思に基づくことだけが合意され

　ているにすぎないので，FTAAPが成立したところでスパゲティ・ボール現象

　を除去することになるのかについては疑問が残る。すなわち，APECに参加す

　るメンバーすべてがFrAAPの参加に同意し，　E［AAPそのものに関するコンセ

　ンサスが成立しなげれば，スパゲティ・ボール現象の解消にもつながらないの

　である。

　　またすべてのAPECメンバーがFrAAPに参加するとしても，例えば自由化

　の対象項目に関して包括的合意か断片的合意かという点では未整理であり意見
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剛立する恐れ髄る・これまでの繍硯ると］t包括船意嚥樋勺な米国

や豪州に対して断片的合意を行いたい日本などアジア諸国という構図が散見さ

れるため，アジア太平洋地域の分裂を回避するはずのFTAAPによって，逆に

太平洋上に分断線を引かれてしまう可能性も否あない。さらに，FTAAP自体，

ある程度の内政への介入が想定されるものなので，合意事項の着手を』めぐる争

いが生じることも考えられる。

7　おわりに

　（1）新太平洋共同体構想からF「AAPへ

　本稿では，rTAAP構想の可能性を考察するために，国際空間における行動

様式について合意と実行の2つの局面からアジア太平洋地域の多国間協力のパ

ターンを概観した。ASEANで，国家間の漠i刻な対立を回避するための方策ど

して採用されたASEAN　Way（＝コンセンサスによる合意と内政不干渉原則）

はAPECに引き継がれた。　APECではオープン・リージョナリズムが導入され

たことから，それとの関係でAPECの中でのASEAN　Wayは若干の矛盾を抱え

込むごどになったが，オ・…一プン・リrジョナリズムによってASEANから引き1

継がれた行動様式を大きく変化させるまでには至らなかった。しかしながら，

アジア太平洋地域で育まれてきた行動様式は1993年に提唱された新太平洋共

同体構想によって変容の兆しを迎えた。まず新太平洋共同体構想の布石として

設定された非公式首脳会議を実現させようrとする段階では，コンセンサスでは

ない，部分的な合意ですませたことにより，域内の分断線を顕在させた。またピ

新太平洋共同体構想の内容は，内政に国際社会が介入することを必然とするも

のであり，国家主権のこだわりの大きさから新太平洋共同体構想は時期尚早で

あり現実とは乖離するものとして立ち消えになった。

　FTAAPについて2007年7月のAPEC貿易相会議では，，さらに検討を進めて

いくことに言及した議長声明が採択・された・3）。しかし新太平洋共同体構想と同
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様，暗黙の行動規範を抱え込んできたAPECの域内構造の中では，メンバーシ

ップの差別化の可能性をはらみ，また，コンセンサスによる1合意や内政不干渉

を前提としないMAAPの実現はいまだ難しいと言えよう。

　｛2）FTAAPへの示腹

　すでに述べたように，FTAAPのメンバージップについて詳細は決まってい

ない。新太平洋共同体構想と同様，FTAAPにおいてもAPECすべてのメンバ

ーが参加すると仮定すれば，自由化の内容から運営の形に至るまで深刻な対峙

の可能性はある。新太平洋共同体構想が持ち上がった際，最後まで抵抗を示し

たマレージ’7が非公式首脳会議を欠席するというカードをきったことによりr．

コンセンサス方式でいくというAPECでの了解は反故にされた』APEC内には

反目の状況が生まれたが，APECが分解することはなかった。　APECは，共同

体化することについて留保しつつも，アジア太平洋の貿易自由化，円滑化，技

術協力をその柱とし，非公式首脳会議だけを定例化させるという，形式よりも

実を採iる形に収めたことで，メンバーを脱落させることを防いだ。さらた重要’

なのは，域内分裂の危機から回復する過程には，やはりコンセンサスによる合

意が介在していたことだ。1994年の非公式首脳会議で域内自由化（7）目標期限

設定に最も抵抗感を示したマレーシアがAPECの制度化に反対するとい．う留保

をつけつつも，すべてのメンバーのコンセンサスが獲得されたことで，2020

年の域内自由化を盛り込んだボゴール宣言が採択された50。アジア太平洋地域

で抜き差しならない齪酷や決定的な対立が生じることを避けるために，

FTAAPにおいても継続性を重視するならばコンセンサスによる合意が必要不

可欠なのである。　　　　　　一

　しかし，コンセンサスによる合意方法を採用すれば，時間がかかりすぎたり

玉虫色の合意に終わったりする可能性は否めず，当初想定していたFrAAPが

いつになったら実現できるのかはまったく読むご’とはできない。またAPECに

限ったことではないが，コンセンサスのための交渉と協議の過程では少数派の
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意見が強く押し出されることもある。MAAP，・構想に米国など一部の国が積極

的な状況を勘案すれば，メンバーすべてのコンセンサスを獲得するために

FTAAP推進派が全体の合意点を左右することも考えられ，一部の国の反感を

内在させる可能性もあろう。

　また，新太平洋共同体構想が内政介入の方向性を打ち出したことにょり，そ

れまでのアジア太平洋地域での国際的関与のスタイルから外れたことも一考す

る必要がある。ASEANからAPECへ受け継がれた内政不干渉の原則は，それ

らの多国閥協力連携が主権国家の間での協力を旨とする政府問主義を厳密に採

用していることの表れでもあった。それに対し新太平洋共同体構想は，国家主

権を乗り越える意味を潜在させていた。たしかにFrAAPは新太平洋共同体構

想とは違い，安全保障や民主主義といった一瞥して政治的論争性が高いと思わ

れる酬を含んでいるわけでほなv・・力逢済嘩由膝関する那と効率性

を追求した結果として，国家の既存の統治範囲が国際的関与によって浸食され

る点ではFrAAPも同様である。　FrAAPもまたFlrAな∂）であるから内政不干渉

原則から乖離することになり，決定された事項に関して少なからず国際社会か

ら内政に介入される余地はある。その際，内政介入の形としてメンバーに対す

る拘束力が強い形，すなわちメ1ンバーの選択の余地が小さくなるような国際的

関与を志向すれば，新太平洋共同体構想の例から判然とするように立ち消えに

なるおそれがあるe

　この』ようにAPECの中で実現に向けた気運が高まってきているFTAAP構想

は，必ずしも一筋縄でいくようなものではなく、アジァ太平洋め地域的枠組み

や国家間関係を揺るがす可能性すらあ一る。rTAAP構想を現実的なものにしよ

うとするならば，・むしろコンセンサスでない合意方法の導入に向けて可能な選

択肢や，また内政不千渉原則から離れて内政介入へと向かうことを不可避とす

る場合の条件について配慮する必要があるだろう。
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1）APECに参加するのは国だけではなく．台湾や香港といo．た「地域」も参加することから，

　　加盟国ではなくエコノミーやメンバーといった言い方がされる。

2）Joint　Stateinent，18t‘APEC　Ministerial　Meeting，　Hanoi：VTietnam，　Novernber　1516，2006，」肋，1θ∫

　　Dectaration，14”i　APEC　Economic　Leaders’　Meeting，　Hanoi：Vietnam，　November　i8二19，2006．外

　　務省「ハノイ闇僚会謡（概要と評価）」2006年11月16日，http：〃www；mofa．go．jp／rnofaj／

　　gaiko／apec／2006／18』h．htmlを参照6
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　　強めているが，内部排造の組識化は隈定的で超国家的枠組みtx．U行する動きはなく，政府悶

　　主義により機能性を追求するという点で変化はみられない。アジア太平洋地域のアクター間

　　・閲係め変化については，既に下記でまとめている。糀島洋美「アジア太平洋地域の『新しい』

　　リージョナリズム」出水薫ほか編r先進社会の政治学一デモクラシーとガヴナナンスの地

　　平一rj法律文化社，2006年所収，21｛｝245頁。

4）L・・p・N．Li・dbe・g，“P・litica1・1・t・g・ati・・as　・M・ltidimen，・i・n・1　Ph…m・n・4・R・q・i・i・g

　　Mul6vahate　Measurements”，　lnten；atie’nat’Organination　（24．4），1970，　pp．649－731参照回

5）介入の度合いについては，ナイが経済介入，軍事介入を含めて説明をしてVlる。J咋eph　S．

　　Nye・Jr・・Understandi．ng　lntentatiσnat　ConLflicts：．Aπ加者ロd2頑θ，1　te　Theory　a，td　HiStory（5ni

　　Edition），Pearson　Education，2005，　pp、155－161．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

6）ASEANにおける政治協力が定着した原因’と過程については，山影進『ASEAN一シンボルか

　　らシステムヘー」凍京大学出版会，1997年，第4章を参照。

7）大西健夫陳南アジアにおける地teetit力」青禾健・大西健夫舗rASEAN綿R動の経済一』

　　早稲田大学出版部，’1995年所収，13－17頁。　．　　　　r　　　”

8）抽1伽，蹴卸‘召，rlhe　2nd　ASEAN　Heads。f　Government　Meeting，　Kuala　Lumpur、45　Au剛

　　1977．

9）たとえば，高杢健「ASEA．Nの域外大国閲係　一地域秩序へのイニシアティブと限界」山影

　　進編r転換期のASEA［N一新たな網への挑載』E本国際問題研究所，2001年所収．．143－

　　176頁は，ASEANをめぐる国際閲係が多角化，重層化する中でASEANが自律的に掴際的イ

　　ニシァティブをとっていこうとする様相を示している。　　　　　　　　　’

　　　　　i10）Amitav・Acha・ya，　C伽rstn‘cting　a　Secttfity・Co”n，nttetit），’iit　So＃theastASi’a］’ASEta．N　and　ilz捏Pr。blem

　　　　　　　　　　　　　　’　　OfRegianat　Order，　Routledge，2001，　p．6372．

11｝　乃idr，P．75．
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　　れたムシャワラ（musyawarah＝話し合い）およびムrラァヵット（mufakat，全員r致）にあ

　　るとされる。

13）近代国家が成立して以降，国際的に共有されている原則として認識されてきた内政不干渉の

　　原則は，すでに時代に合わないものとしてしばしば批判・されるが，アナーキーな国際社会で　・

　　の世昇秩序維持との閲係で，その有用性と阻界について議論されるべきことは周知のとおり
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　41）アジア太平洋地域における近年の二国問地域連携については，たとえば，P・」・Lloyd，　New
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　　　の多ζは二国間である。Lloyd，　q抑．　citF

　43）2006年になって本格的にFTAAP構想が始動した背括に，米国の疎外感と軍アジア地域連携
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